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 原子力発電所の安全性を解析する手法として確率論的リスク評価（Probabilistic Risk Assessment, 

PRA）がある。本稿では、確率論的リスク評価の評価手順の概略を簡単に説明し、その評価結果およ

び手法の活用例並びに国内および海外における解析結果の活用例を紹介する。 
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1. はじめに 

原子力の分野では 1960 年代以降、原子力発電

所のリスクを網羅的に考慮して定量化し、原子力

発電所の安全性を解析する確率論的リスク評価

（Probabilistic Risk Assessment, PRA）の手法

が整備されてきた。1975 年の WASH-1400 [1]で

その骨格はほぼ出来上がり、1979 年のスリーマ

イル島原子力発電所事故の小 LOCA による事故

シナリオと類似する事故シナリオを WASH-1400

では事前に解析していたことから、PRA の技術が

注目され、使用されるようになってきた。米国で

は規制の場でも活用されており、日本でも原子力

規制検査においてPRAの活用が始まりつつある。 

本稿では、PRA の基礎としてその手法を説明し、

またその活用例を紹介する。 

 

2. PRA の手法 

PRA は、解析対象とする事象の種類によって、

内的事象／外的事象、運転時／停止時、レベル 1

／レベル 2／レベル 3、等に分類され、その解析

業務の手順については日本原子力学会から学会

標準が定められている。 

本章では、これらのうち最も基礎的な内的事象

運転時レベル1PRAについてその手法の基礎を説

明する。 

* アドバンスソフト株式会社 第 4 事業部 
Computational Science and Engineering 
Division Ⅳ, AdvanceSoft Corporation 

 

本稿では、図 1 に示す PRA の評価手順例のフ

ローチャートに沿って、PRA の評価手順を説明する。 

 

 

図 1 PRA の評価手順例 
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2.1. プラント特性の調査 

PRA 解析を実施するにあたって、解析を始める

前にプラント情報を広く集める必要がある。代表

的な情報としては、配管計装線図（Piping & 

Instrumentation Diagram, P&ID）や電気展開接

続図（ Elementary Control Wiring Diagram, 

ECWD）等の図面や機器設計仕様書等の設計情報、

事故時運転操作手順書や定例試験手順書等の運

転管理情報が挙げられる。これらの情報を用いて、

後述の手順に従って解析を進めていく。 

 

2.2. 起因事象の発生頻度 

炉心損傷に至る可能性のある起因事象を選定

し、その発生頻度を算出する。起因事象を選定す

るにあたっては、故障モード・影響解析（Failure 

Modes and Effects Analysis）等の手法を活用で

きる。また、その発生頻度を算出する方法の一例

としては、原子力安全推進協会が運営するニュー

シア[2]等で起因事象の発生件数を調査し、運転期

間で除す等の方法がある。 

 

2.3. 成功基準の設定 

特定した起因事象に対し、炉心損傷を回避する

ために原子力発電所には緩和設備が備わってい

る。炉心損傷を回避するために必要な緩和設備の

運転条件を成功基準と呼ぶ。例えば、外部電源喪

失（Loss of Offsite Power, LOOP）の起因事象に

対して、高圧注水系 2 系統中 1 系統で炉心損傷を

回避できるのであれば、1/2 高圧注水系統が成功

基準である。 

成功基準の設定には、設計情報の他に熱水力解

析の解析結果等も参照される。熱水力解析に用い

られる代表的な解析コードとしては、フィンラン

ドのフィンランド国立技術研究センター（VTT）

および Fortum 社が共同で開発している原子力プ

ラントシステム解析コード Apros や、米国電力中

央研究所（Electric Power Research Institute, 

EPRI）が所有するシビアアクシデント解析コー

ド MAAP が挙げられる。 

 

2.4. イベントツリーの作成 

設定した成功基準を基に、特定した起因事象に

対し、炉心損傷に至る事故シーケンスを網羅的に

展開し、イベントツリーを作成する。イベントツ

リーの例を図 2 に示す。 

 

 

 

図 2 イベントツリーの例 
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イベントツリーは、原子力発電所の緩和設備を

ヘディングとして、その成功を上側のパスで表現

し、その失敗を下側のパスとして表現する。これ

により、起因事象を出発点として、各緩和設備の

成否を網羅的に表現し、その成否の組合せによっ

て炉心損傷を回避できるか否かを図示すること

ができる。 

例えば、図 2 のシーケンス番号 1 の事故シーケ

ンスの場合、LOOP の発生後、スクラムに成功し

て原子炉を停止し、高圧注水系により炉心を冷却

し、残留熱除去系によって格納容器外へ熱を放出

することで、炉心を健全な状態に保つ。また、別

の例を説明すると、図 2 のシーケンス番号 7 の事

故シーケンスの場合、LOOP の発生後、スクラム

に成功して原子炉を停止することには成功する

が、高圧注水系および低圧注水系が失敗すること

により炉心冷却に失敗し、炉心損傷に至る。 

また、炉心損傷に至る頻度は、起因事象の発生

頻度に対して、イベントツリー上の各分岐の失敗

確率、すなわち下側のパスに向かう確率を考慮す

ることで、評価することができる。下側のパスに

向かう確率を考慮するための手法としては、イベ

ントツリーの各分岐に、次節で説明するフォール

トツリーをリンクし、そのフォールトツリーを解

析する手法がある。 

なお、イベントツリーの終端を単に炉心健全／

炉心損傷で表現するのではなく、炉心損傷を更に

いくつかの炉心損傷に至った事故シーケンスグ

ループに分類し、それらの分類を示す記号をイベ

ントツリーの終端に記入する場合もある。 

 

2.5. フォールトツリーの作成 

作成したイベントツリーのヘディングに示さ

れた各緩和設備の失敗確率を解析する手法に、フ

ォールトツリー解析（Fault Tree Analysis, FTA）

手法がある。フォールトツリー解析は、望ましく

ない事象が発生する確率を解析するための手法

である。 

フォールトツリー解析では、各緩和設備の失敗

を、その失敗を発生させるような事象に分解し、

それを一定の記号を使って樹形図上に表したフ

ォールトツリーを作成する。フォールトツリーを

記述するための記号の例を図 3 に示す。 

また、これらの記号を使って作成したフォール

トツリーの例を図 4 に示す。 

 

 
 

図 3 フォールトツリーを記述するための記号の例 
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図 4 フォールトツリーの例 

図 4 では、低圧注水系の機能喪失はその A 系

統、B 系統および C 系統が全て機能喪失した時に

発生すること、そのうち A 系統の機能喪失はポン

プ又は弁が機能喪失した時に発生すること、ポン

プの機能喪失には起動失敗の場合又は継続運転

失敗の場合があること、および弁の機能喪失は誤

閉又は誤開と外部リークのどちらかが発生した

時に発生することが、それぞれ示されており、B

系統および C 系統の機能喪失要因の分解は省略

されている。 

 

2.6. 人間信頼性解析 

作成したフォールトツリーを定量化するた

めに、フォールトツリーの基事象のうち人的過

誤事象に対して、その失敗確率を定量化する。 

人 間 信 頼 性 解 析 （ Human Reliability 

Analysis, HRA）と呼ばれるこの定量化には、

35 以上の手法があるとされている[3]。人間信

頼性解析の手法として日本では長らく THERP 

(Technique for Human Error Rate Prediction) 

[4]と呼ばれる手法が使用されてきたが、最近は

EPRI HRA Calculator に実装されている EPRI

手法[5]が採用されることもある。また、米国で

は、EPRI と米国原子力規制委員会（Nuclear 

Regulatory Commission, NRC）が共同で開発

している IDHEAS (An Integrated Human 

Event Analysis System)手法[6]といった新し

い手法も登場している。このように、この解析

の分野は現在も研究が進んでいる分野である。 

THERP 手法の登場から 30 年以上が経つ今

でも新しい手法が開発されている理由の 1つは、

人間信頼性解析の対象が人間の失敗する確率

であり、その人間のばらつきが大きいためであ

ると考えられる。 

原子力発電所における人間の失敗を分析す

るには、プラントの運転に関する知識やプラン

トのシステムに対する理解だけでなく、ヒュー

マンファクター、認知心理学、人間工学等の幅

広いバックグラウンドが必要である。これらの

バックグラウンドを基に、それぞれの事故シナ

リオにおける人間の認知のメカニズムを詳細

に分析することができる手法の開発が必要で

ある。 

このような手法の開発には、上述したような

多様な分野の研究者と現場のプラントの運転

員でチームを編成し、プラントの事故時操作手

順に準じた人間科学的な実験を含めた開発プ

ロジェクトが必要であると考える。各電力会社

のプラントだけでなく、運転訓練センターの訓

練シミュレータ等を活用した実験によりデー
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タを収集することも考えられる。また、開発さ

れた手法を使いこなすことのできる素養を持

った人材の育成も、精緻化された人間信頼性解

析を実務で運用していくために必要なことで

あると考える。 

 

2.7. パラメータの設定 

作成したフォールトツリーを定量化するた

めに、フォールトツリーの基事象のうち機械故

障確率等のパラメータを設定する。 

故障確率の設定にはまず、各機器の各故障モ

ードに対する故障率のデータが必要である。こ

れには例えば国内一般機器故障率（21 ヶ年デー

タ）[7]を活用することができる。また、使命時

間や点検間隔等の時間パラメータも設定する

必要がある。使命時間を精緻に決定する場合は、

各プラントの特徴を考慮に入れて決める必要

があると考えられるが、故障確率への影響は点

検間隔の方が大きいと考えられる。 

共通原因故障の扱い方には、いくつかの手法

が提案されており、これも PRA の中では重要

な研究テーマである。原子力発電所では信頼性

の向上を目的として、系統の多重化等が行われ

ているが、これは各系統の故障が独立に起こる

ため、信頼性が上がるという考えに基づいてい

る。ところが、複数の系統が同じ原因によって

故障するとなると、系統を多重化しても、故障

確率は下がらない。このため、共通原因故障の

取り扱いは信頼性解析において重要なテーマ

である。扱うための手法は、代表的なものとし

て、βファクタ法や Multiple Greek Letter 法

等が提案されている。これらのような共通原因

故障の確率を定量化するための手法で使用で

きるパラメータを収集することは、PRA の解析

を実施するために必要である。 

 

2.8. 炉心損傷頻度の定量化 

作成したイベントツリーおよびフォールト

ツリー、並びに人間信頼性解析の結果および設

定したパラメータを基に、炉心損傷に至る各事

故シーケンスの発生頻度を計算し、全炉心損傷

頻度を算出する。 

算出された全炉心損傷頻度は、その内訳を示

すためにパイチャートにまとめられることが

ある。パイチャートの例として、起因事象ごと

の炉心損傷頻度の割合を示すパイチャートを

図 5 に、事故シーケンスグループごとの炉心損

傷頻度の割合を示すパイチャートを図 6 に示

す。 

 

全炉心損傷頻度 5.64E-6／炉年 

図 5 起因事象ごとの炉心損傷頻度の割合を示すパイチャートの例 
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全炉心損傷頻度 2.74E-6／炉年 

図 6 事故シーケンスグループごとの炉心損傷頻度の割合を示すパイチャートの例 

 

図 5 の場合、全炉心損傷頻度 5.64E-6／炉年

のうち、起因事象別で割合が最も高いのは全給

水喪失の 71%であり、それに外部電源喪失の

18%、隔離事象の 10％が続き、小 LOCA は 1%

で殆ど寄与がないことが分かる。 

同様に図 6の場合は、全炉心損傷頻度 2.74E-

6／炉年のうち、事故シーケンスグループ別で

割合が最も高いのは TW で 73%であり、これに

TQUV の 18%、TBU の 7%、TQUX の 2%が続

くことが分かる。 

事故シーケンスの発生頻度を計算する手順の 1

つは、フォールトツリーを定量化した後、その定

量化結果を用いてイベントツリーにより各事故

シーケンスの発生頻度を計算する手順がある。フ

ォールトツリーの定量化は、ブール代数演算によ

り頂上事象が発生する基事象の組合せ、すなわち

カットセットを計算し、各カットセットに対して

その発生確率を計算するのが 1 つの方法である。

このカットセットと発生確率の情報を基にして、

イベントツリー上で炉心損傷に至る各事故シー

ケンスの発生頻度を定量化する。このとき、イベ

ントツリーのヘディング間の従属性に注意する

ことが必要である。 

このような定量化を実施するにあたっては、

様々な統合 PRA 解析コードを使用することがで

きる。代表的なものとしては、SAPHIRE、CAFTA、

WinNUPRA、RiskSpectrum、RISKMAN、Safety 

Watcher といった統合 PRA 解析コードが挙げら

れる。 

 

2.9. 重要度解析 

炉心損傷に至る事故シーケンスのカットセッ

トに含まれる基事象に対し、その基事象が与える

影響の重要度を解析する。 

よく使われる重要度の指標に、リスク増加価値

（ Risk Achievement Worth, RAW ） お よ び

Fussell-Vesely 重要度（FV 重要度）がある。 

RAW は、ある事象が必ず発生するとした時に

リスクがどれだけ増加するかを表す指標である。

RAW を式(1)に示す。 

 

 

ここで、𝐹ሺCD|𝐴 ൌ 1ሻは事象 A の発生確率を 1

とした場合の炉心損傷頻度であり、𝐹ሺCDሻは炉心

損傷頻度である。 

RAW ൌ
𝐹ሺCD|𝐴 ൌ 1ሻ

𝐹ሺCDሻ
 (1) 



PRA の活用例 

アドバンスシミュレーション 2020.9 Vol.28 27 

FV 重要度は、特定の機器の故障又は人的過誤

を発生しないとすることによってリスクをどれ

だけ低減できるかを表す指標である。FV 重要度

を式(2)に示す。 

 

 

ここで、𝐹ሺCD|𝐴 ൌ 0ሻは事象 A の発生確率を 0

とした場合の炉心損傷頻度である。 

 

2.10. 不確実さ解析および感度解析 

炉心損傷頻度の不確実さを定量化する。また、

炉心損傷頻度に影響を与える因子の感度を調査

する。 

炉心損傷頻度の定量化に使用した起因事象発

生頻度、人的過誤確率および機器故障確率等には

不確実さがある。これらの不確実さを伝播させる

ことにより、炉心損傷頻度の不確実さを定量化す

る。伝播させるための解析手法としてはモンテカ

ルロ法等がある。不確実さの表現としては、平均

値および不確実さ幅を評価する方法がある。 

炉心損傷頻度に影響を与える因子を特定する

際には、重要度評価の結果や、解析で設定した仮

定やモデルの不確実さ等を考慮に入れる。このよ

うにして特定された因子に対して感度解析を実

施する。 

 

3. PRA の活用例 

PRA の評価結果について活用例をいくつか示

す。 

PRA の評価結果の最も簡単な活用方法の 1 つ

は、炉心損傷頻度を低減するための指針を得るた

めの方法として使用することである。図 5 のパイ

チャートを例にして説明する。 

例えば、図 5 の起因事象別のパイチャートを見

た時に、全炉心損傷頻度に対して全給水喪失が占

める割合が最も高く 71%であることが分かる。こ

こで、その全給水喪失に対して、炉心損傷を防止

するための緩和系の信頼性を向上させて、仮にそ

の全給水喪失に対する炉心損傷頻度を 1/10 に低

下することができたとする。低下させた場合のパ

イチャートを図 7 に改めて描き直す。 

 

 
全炉心損傷頻度 2.04E-6／炉年 

図 7 図 5 の起因事象別のパイチャートに対し、全給水喪失の炉心損傷頻度を 1/10 に低減させた場合

のパイチャート 

 

FV重要度 ൌ
𝐹ሺCDሻ െ 𝐹ሺCD|𝐴 ൌ 0ሻ

𝐹ሺCDሻ
 (2) 
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全炉心損傷頻度 5.60E-6／炉年 

図 8 図 5 の起因事象別のパイチャートに対し、小 LOCA の炉心損傷頻度を 1/10 に低減させた場合

のパイチャート 

 

このとき、全炉心損傷頻度は 2.04E-6／炉年に

低下したことが分かる。また、全炉心損傷頻度に

対して全給水喪失が占める割合も 20％に低下し

たことが分かる。全給水喪失の信頼性を向上させ

ることで、全炉心損傷頻度を大きく下げ、全給水

喪失による影響も大きく下げられたことが分か

る。 

一方、全炉心損傷頻度に対して占める割合が

1%である小 LOCA に対して、同じように炉心損

傷頻度を 1/10 にした場合のパイチャートを図 8

に示す。この場合は、全炉心損傷頻度は 5.60E-6

／炉年に低下することが分かるが、その下げ幅は

全給水喪失の炉心損傷頻度を 1/10 にした場合に

比べると小さい。また、全炉心損傷頻度に占める

小 LOCA の割合も 0%に低下したことが分かるが、

元の割合が 1%であるため、小 LOCA による影響

は小さいままといえる。 

図 7と図 8の 2つのパイチャートを比べると、

仮に全給水喪失又は小 LOCA のどちらかに対す

る炉心損傷頻度を 1/10 にできるのであれば、全

給水喪失に対して緩和系の信頼性を向上させる

方が、全炉心損傷頻度を低減させるのに有効であ

ること、すなわち、プラントの安全性を向上させ

るために有効であることが分かる。このように、

全炉心損傷頻度に対する影響が大きな起因事象、

すなわち全炉心損傷頻度に占める割合が大きな

起因事象に対して、その起因事象に対する緩和設

備の信頼性を向上させていくことが、全炉心損傷

頻度の低下につながり、原子力発電所の安全性の

向上につながる。PRA では、安全性の向上の度合

いを、全炉心損傷頻度によって定量的に示すこと

ができる。 

また、全給水喪失と小 LOCA で炉心損傷頻度を

1/10 にするためのコストが同じであれば、全給水

喪失に対して緩和設備を強化するのが費用対効

果に優れていることも分かる。PRA の評価結果に

コスト評価を合わせて考えることで、費用対効果

を検討することもできるということである。 

ここでは、起因事象別のパイチャートに対して

説明をしたが、事故シーケンスグループ別のパイ

チャート等の他のパイチャートに対しても同様

の検討が可能である。すなわち、炉心損傷頻度を

低減させることでプラントの安全性を向上させ

るにあたって、どの因子が炉心損傷頻度に支配的

であり、対策を取るのに有効であるかが分かる。 

保全活動を実施する際に、PRA で得られるリス

ク情報を活用して、保全対象となる系統および機

器の保全重要度を決定することもできる。PRA に
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おける重要度解析によって得られた RAW および

FV 重要度を使って、RAW と FV 重要度を軸とし

た図 9 のような二次元平面に基事象をマッピン

グする。このとき、図 9 に示すように、RAW 又

は FV 重要度が高い領域にマッピングされた基事

象に関する系統および機器をリスク重要度「高」

とする。そして、このようにリスク重要度「高」

とされた系統および機器については、保全重要度

も「高」とするのが 1 つの活用例である。 

 

 

図 9 リスク重要度を分類するための二次元図 

 

 

 

PRA の結果を活用する例だけでなく、PRA の

技術を活用する例もある。 

PRA におけるフォールトツリーは、系統や緩和

設備の失敗を頂上事象として、その頂上事象を故

障原因に分解していくことでモデル化されるが、

これを双対変換したフォールトツリーを作成す

ることで、系統や緩和設備の所定の機能が発揮さ

れることを頂上事象としたフォールトツリーを

書くことができる。 

双対変換の例を図 10 に示す。左側の PRA に

おける安全解析のフォールトツリーと、右側の信

頼性解析のフォールトツリーが、互いに双対変換

の関係にある。安全解析のフォールトツリーの頂

上事象と信頼性解析のフォールトツリーの頂上

事象は、互いに余事象の関係になっていることに

注意する。信頼性解析のフォールトツリーの頂上

事象に対して、頂上事象を発生させるために必要

な基事象の組合せ、すなわちカットセットを計算

すると、それは安全解析のフォールトツリーの頂

上事象に対するパスセットになっている。パスセ

ットを計算することで、どの故障の組合せが起き

なければシステムが所定の機能を満たせるのか、

すなわちシステムの信頼性を示すことができる。 

 

 

 

図 10 フォールトツリーの双対変換の例 
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PRA の技術により、炉心損傷頻度ではなく、プ

ラントのトリップや出力低下等に対して条件付

確率を計算することもできる。機器の劣化又は故

障によりプラントがトリップ又は出力低下する

確率および期間を推定することにより、将来の運

転期間中における発電損失のリスクを予測する

ことができ、このような活動を発電リスク評価

（Generation Risk Assessment, GRA）という。 

PRA の規制への活用についても触れる。 

海外の例として、米国では、個別プラントの許

認可の変更申請において、その変更の妥当性につ

いてリスク情報を活用して判断される。例えば、

ある弁の試験頻度を見直す際、その変更が許可さ

れるための条件の 1 つは、変更の前後における炉

心損傷頻度の変化量が十分小さく、また炉心損傷

頻度も十分小さいことである。逆に、変更の前後

で炉心損傷頻度の変化量が大きい場合は、そのよ

うな弁の試験頻度の変更は許容されないという

判断がされる。 

日本では、1992 年に資源エネルギー庁から事業

者に対し、約 10 年ごとに定期安全レビューを実

施するよう要請していたが、その評価における

PRA は法令要求事項ではなく事業者が自主的に

行うものとしての位置づけであった。新規制では、

設置変更許可申請時に PRA 等が実施され、再稼

働後の安全性向上評価の実施と届出の際にも

PRA を実施し、原則として 5 年ごとに改訂され

る。規制に PRA を活用するにあたって、規制側

からの安全目標（および性能目標）の提示が待た

れる。 

原子力規制検査にあたっては、事業者から規制

側へ PRA モデルを提示することで、事業者の

PRA モデルを活用して、規制庁が使用する PRA

モデルが整備される予定である。 

 

4. まとめ 

本稿では、PRAの基礎としてその手法を図 1の

フローチャートに沿って説明した。また、その活

用例について、一般的な活用例および国内外の活

用事例を紹介した。 
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